
事業内容現状と課題

山形県内の就労継続支援Ｂ型事業所の工賃向上に向けて

【現 状】

事業所内の業務が忙

しく、職員が思うように

営業活動ができない。

【課 題】

事業所と企業の橋渡

しとなり、営業活動を補

完・代替する仕組みが

必要。

・共同受注センターを設置し、取引の斡旋・紹介を行う。（※外部委託を検討）

・体制 ： 取引推進コーディネーター2名（※企業・商工団体OBを想定）、事務職員1名

・斡旋・紹介の方法

①企業訪問等による取引情報の収集。

②電子メールで取引情報を事業所に送付。

③受注を希望する事業所は電話・電子メールで連絡。

④受注を希望する事業所の情報を発注企業に提供。

※専門コンサルタント （スーパーバイザー）の定期的な指導により、センター業務

を戦略的に推進

・基本的な方向性 : プレミアム型とベーシック型の両面で検討。

プレミアム型 ➡ 高品質・高付加価値を追求したブランド化

ベーシック型 ➡ 事業所が幅広く参加できるブランド化

・令和４年度は検討委員会を設置し、ブランド化戦略の基本コンセプトを検討・整理。

・検討委員会の構成

（大学教授、デザイナー、小売業者、広告代理店、福祉団体など）

・魅力アップに関する事業は、令和５年度からスタート。

【現 状】

個人の能力に依存し

た商品開発や口コミで

の販路確保が中心。

消費者に対する製品

の訴求力が弱く、継続

購入につながらない。

【課 題】

製品のブラッシュアッ

プ（磨き上げ）と効果的

な広報・販売体制の構

築が必要。

２ 「ふれあいパートナーシップ企業」の募集 （要求額）1,056千円

・事業所への協力の趣旨に賛同する企業を募集。（産業労働部との連携）

・企業は、連携・協力のパターン（※）から、実現可能な内容を選択し実施。

※ 取引の開始・拡大 店舗内での売場提供

従業員向け社内販売 事業所の作業等に対する技術的助言

事業所の広報物の社内での掲示・回覧 など

・事業所の活動内容等を紹介する「ふれあい通信」を年２回程度発行。

・パートナーシップ企業による連携・協力の取組みを県ホームページで紹介。

・貢献度の高いパートナーシップ企業に対する顕彰制度（感謝状贈呈）を検討。

【現 状】

事業所も企業も互い

の活動を認識しておら

ず、決まった相手としか

取引していない。

【課 題】

事業所の活動を企業

に知ってもらい、企業と

事業所の多様な連携・

協力を構築する仕組み

が必要。
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【期待される効果】
工賃が中堅クラス（5,000～15,000円）の事業所に高単
価の仕事を提供することで工賃の底上げが期待できる。

【期待される効果】
事業所との連携・協力を企業の社会貢献に位置付けて
もらうことで、企業のイメージアップと事業所の売上げ
向上が期待できる。

【期待される効果】
・事業所が製品の魅力アップに取り組む契機となる。
・事業所に対する消費者の理解が進む。

①機械・設備導入への助成（拡充）［新たな生産活動分野への挑戦の場合 補助率2/3に引き上げ］
②専門コンサルタントによる助言・指導
③福祉施設（保育園、高齢者施設等）との定期購買契約の推進 など

◎ 就労継続支援Ｂ型事業所等の活動に対する企業の理解と協力を得ながら、事業所への取引の斡旋・紹介や事業所製品の魅力アップを
進め、事業所の売上を伸ばして利用者の工賃向上を実現する。

東北各県のR2年度工賃実績（※順位）

青森県
12,265円
（45位）

秋田県
15,484円
（30位）

岩手県
19,253円
（6位）

福島県
14,820円
（35位）

宮城県
17,247円
（16位）

山形県
11,691円
（47位）
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・ふれあい通信

・県HPで紹介

・顕彰制度

＜R4年度＞ ＜R5年度＞
戦略 検討 魅力アップ開始

プレミアム

ベーシック

やまがた
ハートフル
ブランド

２ 「ふれあいパートナーシップ企業」の募集

１ 共同受注センターによる取引の斡旋・紹介

３ 障がい者就労事業所製品の魅力アップ
～“やまがたハートフル”ブランド（仮称）～

第29位 静岡県 15,529円

第39位 茨城県 14,349円

【参考】

ブランドシール

関連する事業・取組み


